
令和 ６年度 ２月補正予算のポイント
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令和６年度２月補正予算の概要

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある

（財源内訳）
県税等 3,336  国庫支出金 29,393  寄附金 267 諸収入 324
使・手数料 ▲74  県債 19,309  分・負担金 907 財産収入▲86
繰越金 25,279  繰入金 ▲30,894  地方交付税等 8,509

【補正規模】 （単位：百万円）

・現計予算額 ８74,180（①）

・今回補正予算額 56,268（②）

２月補正後予算額（①＋②）930,448（①）
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令和6年度2月補正の概要（補正規模）

（単位:億円）

その他
8,415

豪雨関係分
195

12月補正後 現計
8,742

〇 2月補正では総額563億円を追加。内訳として、通常分は既計上事業に係る執行見込み等を踏まえ130億円の減額

補正。また、国の経済対策分(経済対策に合わせた独自の地域活性化策を含む)として693億円を増額補正

地震分 132

▲8

▲30

※表示単位未満の端数処理の関係で図中の計算が合わないことがある

豪雨関係分
262

地震分 149

その他
8,841

▲93 その他
8,322

豪雨関係分
165

地震分 124

通常分反映
8,611

＜通常分＞▲130 ＜経済対策分＞693

その他経済対策分(直轄負担金) 52

2補後 現計
9,304

+519

+97

+25

+52
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国の経済対策や同経済対策に合わせた独自の地域活性化策に必要な事業等について、補正予算を計上

【令和6年度2月補正予算】

参：P2

参：P3

I 国の経済対策への対応 611億円

(1)賃上げ環境の整備

①医療・介護・障害福祉分野における処遇改善の取組み

38億66百万円（-）

医療・介護・障害福祉分野の職員の処遇改善等に取り組む施設等に対

する助成

②就労継続支援A型事業所の経営改善に向けた取組み

2百万円（-）

経営改善のためのモデル事業に取り組む就労継続支援A型事業所に対す

る助成

③電子処方箋の普及 78百万円（26百万円）

重複投薬や併用禁忌の防止などに繋がる電子処方箋管理サービスを導入

する医療機関及び薬局に対する助成

(2)新たな地方創生施策の展開

①災害発生時の避難所体制整備等の強化

1億37百万円（47百万円）

平時からの災害用備蓄物資の利活用推進に係る啓発や災害発生時の避

難所運営に使用する物資等の購入等に要する経費

②県有施設等の防災力強化

30百万円（1百万円）

災害時の避難所支援を前提としたトイレトレーラーの整備に要する経

費

③地方誘客促進によるインバウンド拡大

24百万円（5百万円）

県内の文化資源をフックとした高付加価値旅行商品の造成等に要する

経費

④農業共同利用施設の再編集約・合理化等の支援

24億60百万円（2百万円）

集出荷貯蔵施設等の農業共同利用施設の再編集約・合理化に取り組む

産地の施設整備等に対する助成

⑤家畜市場再編整備の支援

16億13百万円（0百万円）

家畜市場の再編統合に必要な施設の整備、設備・機器の導入に対する

助成参：P3

参：P2

参：P4

参：P21

参：P5

※()内の計数は一般財源。以下同じ 4



【令和6年度2月補正予算】

⑥新規就農者の確保 2億67百万円（1億14百万円）

親元就農を含む新規就農者がスムーズに経営を継承・発展するための経営

移譲に向けた取組みや機械・施設等の導入に対する助成

⑦赤潮対策の推進 1億80百万円（20百万円）

赤潮に強い「くまもとの水産業」の実現に向けて、AI技術を活用した赤潮

増殖予察システム開発や養殖生け簀の大型化に取り組む養殖漁業者への支援

等に要する経費

⑧渋滞・交通アクセス対策の推進

62億30百万円（1百万円）

セミコンテクノパーク周辺の渋滞解消に向けた、大津植木線多車線化、

国道387号拡幅工事等に要する経費

⑨半導体関連産業の集積に伴うインフラ整備

19億98百万円（-）

半導体関連産業の集積に伴う、排水処理施設や工業用水道施設を新たに

整備するための用地取得や測量、設計等に要する経費

(3)防災・減災及び国土強靱化の推進

①防災・減災、国土強靱化等の推進（経済対策分）

266億97百万円（4億58百万円）

国経済対策を活用した、流域治水の推進や道路ネットワーク機能強化、

インフラ老朽化対策の推進、農林水産施設等の防災・減災に要する経費

②農林土木分野における国直轄事業負担金（経済対策分）

107億54百万円（4百万円）

道路ネットワークの機能強化、流域治水の推進、農林水産施設等の

防災・減災や災害復旧等に係る国直轄事業の負担金

(4)誰一人取り残されない社会の実現

①認知症施策推進計画策定に向けた取組み 5百万円（-）

県認知症施策推進計画策定のため、認知症の人の意見を聴く場の設置や

認知症啓発イベント等の実施に要する経費

②放課後児童クラブ、児童養護施設等のICT化推進

10百万円（3百万円）

放課後児童クラブや児童養護施設等のICT化の推進に要する経費

③妊婦への遠方健診機関までの交通費支援 8百万円（3百万円）

遠方の産科医療機関等で妊婦健診を受診する必要がある妊婦に対する交

通費の助成

④性被害防止対策支援 4百万円（1百万円）

認可外保育施設、障害児入所施設等におけるパーテーション等設置によ

るプライバシー保護等、性被害防止対策を実施する施設等に対する助成

⑤周産期・小児医療体制の強化に関する取組み

1億35百万円（2百万円）

患者数の減少等により運営に影響を来している医療機関等及び入院中の

付き添い環境の整備を行う医療機関に対する助成

参：P6

参：P9

参：P12

参：P7

参：P8

子未来
障

参：P10

参：P11

下水道事業会計

工業用水道事業会計
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【令和6年度2月補正予算】

Ⅱ 経済対策に合わせた独自の地域活性化策 82億円

①エネルギー価格高騰に対する支援 26億81百万円（-）

物価高騰の影響を受けるＬＰガス使用世帯、ＬＰガス利用事業者及び特別

高圧利用事業者への支援に要する経費

②物価高騰を踏まえた生活者への支援 49百万円（-）

物価高騰の影響により厳しい状況にある生活困窮者やひとり親、子育て世

帯の支援に要する経費

③医療・介護・保育施設等への支援 26億68百万円（-）

物価高騰の影響を受ける事業者への支援に要する経費

④クリーニング事業者への支援 29百万円（-）

物価高騰の影響を受けるクリーニング事業者への支援に要する経費

⑤トラック運送事業者への支援 1億34百万円（-）

原油価格高騰の影響を受けるトラック運送事業者の人材確保支援や燃料費

負担の軽減に向けたエコタイヤ導入に対する助成

⑥商店街等への支援 1億86百万円（-）

物価高騰の影響を受ける商店街等の売上回復及びこどもを主体とした取組

み等に対する助成

参：P13

⑦生産性向上に取り組む事業者への支援

4億25百万円（-）

物価高騰の影響を受ける中小・小規模事業者による生産性向上に向けた

設備投資等の取組みに対する助成

⑧創業・事業承継・DXに取り組む事業者への支援

1億18百万円（-）

物価高騰の影響を受ける事業者の経営力向上に向けた創業・事業承継・

DXの取組みに対する助成

⑨県産品の需要拡大の支援 1億40百万円（-）

物価高騰の影響を受ける県産品のＰＲや販売促進イベントの実施による

需要拡大に係る取組みへの支援に要する経費

⑩農林水産事業者への支援 2億63百万円（-）

物価高騰の影響を受けて厳しい経営状況にある農林水産業者の施設整

備・資機材導入等への支援やいぐさ・畳表の需要拡大の支援に要する経費

⑪畜産事業者への支援 2億65百万円（-）

物価高騰の影響を受けて厳しい経営状況にある畜産事業者に対する飼料

価格高騰対策支援に要する経費

参：P16

参：P14

参：P15

参：P21

参：P18

参：P19

参：P20

参：P17
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【令和6年度2月補正予算】

⑫燃料高騰に対する交通事業者への支援

4億37百万円（-）

燃料価格高騰の影響を受けている各地域交通事業者等に対する補助

⑬持続可能な公共交通の実現支援 5百万円（-）

運転士不足対策に取り組む路線バス事業者に対する補助

Ⅲ その他 ▲ 130億円

①子どものための教育・保育給付費

18億6百万円（18億6百万円）

人事院勧告を踏まえた保育士・幼稚園教諭等の処遇改善に要する経費

参：P22
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令和 ７年度当初予算のポイント

・P12～P21では、「くまもと新時代共創基本方針」の4つの
基本的方向性に沿った新規事業・拡充事業を中心に掲載
（複数の基本的方向性に該当する事業は再掲）

・参考資料（別冊）P64～P80では、「くまもと新時代共創
基本方針」の実現に向けた各推進本部等における取組みを
継続事業も含めて掲載（複数の推進本部等に該当する事業
は再掲）
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［億円］当 初 予 算 額 の 推 移

骨
格

骨
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骨
格

骨
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【当初予算額 844,797百万円 （R6年度6補後予算比 ▲11,352百万円）】

令和7年度当初予算の概要（予算規模）

（財源内訳）

県 税 等 511,600 国庫支出金 119,050 寄 附 金 563 諸 収 入 58,992 使・手数料 9,382
県 債 82,003 分・負担金 4,520 財産収入 2,243 繰 越 金 0 繰 入 金 56,443

※ 表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある
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歳出（増減内訳） (単位：億円)

令和７年度当初予算 歳入・歳出増減内訳、財政調整用4基金残高の推移

歳入（増減内訳） (単位：億円)

財政調整用

4基金残高

（推 移）

（歳入歳出共通）
○総額は8,448億円で、前年度から114億円の減

（歳入）
○地方税は、R6定額減税の復元による個人県民税の増59億円や法人事業税の
増62億円の一方で、地方消費税の減121億円により、地方税全体として横ば
い

○地方交付税は普通交付税71億円の減、臨時財政対策債は皆減で13億円の減

○県債は、国直轄事業負担金の増に伴う発行額の増等により55億円の増

○その他は、退職手当基金繰入金(R6:72億円)の皆減などにより、71億円の減

（一般行政経費）
○人件費は、給与改定に伴う職員給の増の一方で、退職手当の減により、全
体で1億円の増、物件費は14億円の減

○その他は、地方消費税清算金119億円の減、中小企業金融総合支援事業62
億円の減等により、161億円の減

（投資的経費）
○投資的経費は、普通建設事業で26億円の減の一方で、直轄事業負担金33億
円の増等により、全体で8億円の増

(参考：R7内訳)

財政調整基金 18

県有施設整備基金 3

県債管理基金 60

H27
H28

(肉付後)
H29 H30 R1

R2
(肉付後)

R3 R4 R5
R6

(肉付後)
R7

106 0 84 82 84 0 56 54 83 83 80

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計が合わないことがある

R7当初 R6.6補後 増減額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

5,445 5,603 -157 -2.8%

1,796 1,794 1 0.1%

うち職員給 1,599 1,560 39 2.5%

うち退職手当 99 154 -55 -35.8%

1,157 1,141 17 1.5%

358 373 -14 -3.8%

2,134 2,295 -161 -7.0%

1,783 1,776 8 0.4%

1,439 1,465 -26 -1.8%

補助分 869 912 -44 -4.8%

単独分 570 553 18 3.2%

181 181 0 0.1%

163 130 33 25.7%

1,062 1,015 47 4.7%

157 168 -11 -6.7%

8,448 8,561 -114 -1.3%

区　分

一般行政経費

その他

投資的経費

人件費

扶助費

物件費

繰出金

計

国直轄事業負担金

公債費

普通建設事業

災害復旧事業費

R7当初 R6.6補後 増減額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ

1,640 1,640 -0 -0.0%

2,222 2,293 -71 -3.1%

1,190 1,216 -26 -2.1%

820 765 55 7.2%

うち臨時財政対策債 0 13 -13 -100.0%

2,576 2,647 -71 -2.7%

8,448 8,561 -114 -1.3%

区　分

地方税

県債

地方交付税

国庫支出金

計

その他
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熊本地震への対応

参考：熊本地震、豪雨災害への対応（累計予算額）

豪雨災害への対応

○平成28年度～令和7年度当初予算までの累計額は1兆842億円 ○令和2年度7月補正～令和7年度予算までの累計額は3,268億円

※表示単位未満の端数処理の関係で図中の計算が合わないことがある

・令和6年度2月補正予算までの累計予算額：1兆736億円
・令和7年度当初予算額 ： 106億円

・令和6年度2月補正予算までの累計予算額：3,096億円
・令和7年度当初予算額 ： 172億円
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【令和7年度当初予算】くまもと新時代共創に向けた取組み

【基本理念】
県民みんなが安心して笑顔になり、持続的で活力あふれる熊本の未来をともに創る
～世界に開かれた熊本、世界へ羽ばたく熊本～

Ⅲ いつまでも続く豊かな熊本 14億円

施策1：豊かな自然の保全

施策2：移住定住、関係人口創出

施策3：魅力ある地域づくり

施策4：社会の多様性

Ⅰ こどもたちが笑顔で育つ熊本 40億円

施策1：こども・若者がキラキラ輝く社会づくり

施策2：家庭や子育てに夢を持てる社会づくり

施策3：質の高い教育・未来を担う人材の育成

Ⅱ 世界に開かれた活力あふれる熊本 94億円

施策1：「くまもとで働く」人材の確保・育成

施策2：世界に伍する産業拠点熊本の創出

施策3：「食のみやこ熊本県」の創造

施策4：スポーツ、観光、文化芸術の振興

施策5：交通の利便性向上

Ⅳ 県民の命、健康、安全・安心を守る 171億円

施策1：「緑の流域治水」を核とした創造的復興

施策2：災害に強い県土づくり

施策3：健康で長寿な社会の実現

施策4：安全・安心の地域づくり

施策5：水俣病問題への対応

※上記各計数は新規事業・拡充事業を中心に集計（複数の基本的方向性に該当する事業の計数は重複）
※「くまもと新時代共創総合戦略」の分類と異なる場合がある

「緑の流域治水の推進と五木村・相良村振興」・「水俣病問題への対応」

施策を支える行財政運営、DXの推進、市町村との連携

＜取組みの基本的方向性＞
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【令和7年度当初予算】Ⅰ こどもたちが笑顔で育つ熊本

施策1：こども・若者がキラキラ輝く社会づくり

①子育てしやすい住まいづくり

12百万円（4百万円）

県営住宅における子育て世帯向けの住戸改善、市町村が実施する子育

て世帯向けの空き家改修事業の支援に要する経費

②こどもの居場所づくりの推進

2億61百万円（2億35百万円）

こども食堂や地域の学習教室などのこどもの居場所づくりに要する

経費

③こどもが集う商店街整備の推進（再掲） 32百万円（-）

商店街のこどもを主体とした取組み等に対する助成

参：P24

参：P25

施策2：家庭や子育てに夢を持てる社会づくり

①保育士の確保に向けた取組み 11百万円（6百万円）

保育士養成施設を核とした保育士の魅力発信等、保育士確保に向けた

取組みに要する経費

②妊娠・出産に対する支援

1億50百万円（1億50百万円）

不妊治療に対する助成や産後ケア等の妊娠・出産に対する支援に要す

る経費

③子育て世代の女性に対するキャリア支援

18百万円（13百万円）

自分のライフスタイルに合った就労・起業を志す子育て世代の女性の

支援等に要する経費

参：P28

参：P26

参：P27

（参考）「こどもまんなか熊本」推進本部資料

2月補正

※()内の計数は一般財源。以下同じ

参：P65
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⑤インクルーシブ教育の推進 7百万円（1百万円）

特別支援学校と高等学校を一体的に運営する学校運営モデルの構築や

インクルーシブ教育システムの在り方についての検討会委員会の開催に

要する経費

【令和7年度当初予算】Ⅰ こどもたちが笑顔で育つ熊本

施策3：質の高い教育・未来を担う人材の育成

①県立学校における教育DXの推進

2億56百万円（2億44百万円）

1人1台端末の円滑な更新や県立学校入試へのWEB出願システムの導入に

要する経費

②学校現場における働き方改革の推進

10億27百万円（7億99百万円）

学校現場における教員や管理職の負担軽減のための支援員の配置に要

する経費

③県立高校の魅力化の推進

1億6百万円（1億6百万円）

市町村と連携した魅力化コンソーシアムモデルの構築や企業との連携

による魅力化推進に要する経費

④オンライン教育支援センターの設置に向けた試行

5百万円（5百万円）

2Dと3Dメタバースを活用したオンライン教育支援センターの設置に向

けた試行に要する経費

参：P29

参：P30

参：P32

参：P31
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【令和7年度当初予算】Ⅱ 世界に開かれた活力あふれる熊本

施策1：「くまもとで働く」人材の確保・育成

①県庁における人材確保のための取組み

1億17百万円（1億17百万円）

県庁のしごとの魅力発信や県職員の人材確保に要する経費

施策2：世界に伍する産業拠点熊本の創出

①国内外へのくまもと魅力発信 94百万円（94百万円）

首都圏等と海外をターゲットにした熊本の魅力発信に要する経費

➁くまモンを活用した取組み 63百万円（63百万円）

県内各地のくまモンランドコンテンツのプロモーションやくまモンの

海外での認知度向上を図る取組みに要する経費

③熊本県多文化共生支援事業 7百万円（4百万円）

外国人住民との多文化共生を進めるための市町村への支援に要する

経費

参：P34

参：P35

参：P36

④「外国人材に選ばれる熊本」推進事業 19百万円（11百万円）

県内企業の外国人材の確保・受入支援及び外国人材の熊本への定着促

進に要する経費

⑤地場企業の稼ぐ力の強化 81百万円（42百万円）

県内中小企業の長期的かつ持続的に稼ぐ力を向上させるためのDX・

GXをはじめとした実装支援に要する経費

⑥くまもと版スタートアップ・エコシステム創出事業

4百万円（4百万円）

県や市町村、金融機関や支援団体等、オール熊本の産学官金連携によ

る新たなスタートアップ企業支援の枠組みの組成に要する経費

⑦半導体サプライチェーン参入促進支援事業

22百万円（11百万円）

TSMC進出の経済波及効果の最大化に向けた地場中小企業の半導体サプ

ライチェーン参入の支援に要する経費

⑧県南地域への企業の誘致 0      35百万円（18百万円）

県全体の均衡ある発展に向けた企業の誘致に資する取組みや市町村に

おける農業への企業受入体制整備への支援に要する経費

参：P38

参：P39

参：P33

（参考）熊本県外国人材との共生推進本部資料 参：P69

（参考）「くまもとで働こう」推進本部資料 参：P67

参：P37
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【令和7年度当初予算】Ⅱ 世界に開かれた活力あふれる熊本

施策4：スポーツ、観光、文化芸術の振興

①大阪・関西万博への出展 31百万円（31百万円）

2025年に開催される大阪・関西万博へ九州各県とともに自治体催事に

出展し、九州各県及び本県の魅力発信を行うための経費

➁「阿蘇」の世界遺産登録推進 91百万円（38百万円）

学術検討、景観保全や周知啓発の他、国際ワーキンググループの開催

等による提案書作成等、「阿蘇」の世界文化遺産登録推進に要する経費

③地方誘客促進によるインバウンド拡大

14百万円（8百万円）

富裕層向けクルーズ船の誘致や韓国へのレップ（現地代理人）の設

置に要する経費

④観光誘客プロモーション推進事業

2億42百万円（2億27百万円）

国内最大級の観光キャンペーン「デスティネーションキャンペーン」

の実施に要する経費

参：P43

参：P5

参：P44

施策3：「食のみやこ熊本県」の創造

①「食のみやこ熊本県」の創造に向けた取組み

1億67百万円（98百万円）

農林畜水産物の高付加価値化や販路拡大等の取組み支援の強化に要す

る経費

②農業の担い手確保・育成 79百万円（71百万円）

親元就農を含む新規就農者の確保・育成のための相談対応から就農・

定着までの切れ目ない支援に要する経費

③赤潮対策の推進 26百万円（26百万円）

赤潮に強い「くまもとの水産業」の実現に向けて、赤潮発生中の改良

餌料給餌による養殖魚の被害抑制の実証や、下水処理場から栄養塩を増

やして排水することによるノリの色落ち抑制効果の検証等に要する経費

参：P40

参：P41

参：P6
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【令和7年度当初予算】Ⅱ 世界に開かれた活力あふれる熊本

⑤マンガ・アニメ等のコンテンツを活用した地域活性化

1億13百万円（1億13百万円）

本県ゆかりのマンガ・アニメ等の作品と連携したプロモーション及び

地域とのコラボなどによる誘客・周遊促進に要する経費

⑥文化芸術の振興を通じた観光振興

18百万円（10百万円）

県内各地の文化資源の磨き上げをとおした観光振興に要する経費

⑦アーバンスポーツ振興事業 30百万円（15百万円）

アーバンスポーツの推進のための機運醸成イベントの開催等に要する

経費

⑧運動公園駐車場の整備 6億7百万円（32百万円）

県民総合運動公園周辺での渋滞緩和のための駐車場整備に要する経費

⑨永青文庫常設展示振興基金への積立て

10百万円（10百万円）

永青文庫所蔵品の研究・修復のための基金積立てに要する経費

⑩世界で活躍するトップアスリートの輩出

1億36百万円（1億36百万円）

世界で活躍するトップアスリートを輩出するための戦略的な発掘・育

成・強化に要する経費

施策5：交通の利便性向上

①熊本都市圏の交通渋滞解消に向けた取組み

10百万円（10百万円）

時差出勤の取組みの効果検証等、渋滞解消の推進に要する経費

➁豊肥本線の輸送力強化に向けた検討

20百万円（20百万円）

熊本都市圏鉄道ネットワーク強化等の調査・検討に要する経費

③渋滞解消に向けた土木部・警察本部での取組み

50億17百万円（4億45百万円）

セミコンテクノパーク周辺での交差点改良やバスベイ設置、信号機の

集中制御化等、渋滞対策の更なる加速化に要する経費

参：P51

参：P50

参：P48

参：P47

参：P49

（参考）熊本県渋滞解消推進本部資料 参：P71

参：P45

参：P46
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【令和7年度当初予算】Ⅲ いつまでも続く豊かな熊本

施策1：豊かな自然の保全

①阿蘇グリーンインフラモデル形成支援事業

29百万円（15百万円）

阿蘇地域の草原や水田などのグリーンインフラを維持・保全する活動

を支援する仕組みづくりに要する経費

②地下水の監視体制の強化 42百万円（37百万円）

熊本の宝である地下水の水位・水質の調査や情報発信に要する経費

③有機フッ素化合物への対応 67百万円（61百万円）

PFOSやPFOAなど有機フッ素化合物への対策として実施するモニタリン

グ調査や分析等に要する経費

④衛星画像解析技術活用漏水調査事業 1億40百万円（0百万円）

市町村等と共同で実施する衛星画像解析技術を活用した水道管の漏水調

査に要する経費

⑤ゼロカーボンの推進 135百万円（45百万円）

「2050年県内CO₂排出実質ゼロ」に向けた県の率先行動や県民への普

及・啓発等に要する経費

参：P53

参：P54

参：P55

⑥サーキュラーエコノミーへの移行 50百万円（50百万円）

サーキュラーエコノミー（循環型経済）への移行を進めるための普及啓

発や相談窓口等に要する経費

施策2：移住定住、関係人口創出

①人吉球磨地域における人材づくり 24百万円（24百万円）

地域おこし協力隊による人吉・球磨地域の広域的な課題解決に加え、

協力隊が地域の核となり、新たな移住者を呼び込む仕組み作りに要する

経費

②子育てしやすい住まいづくり（再掲） 3百万円（3百万円）

市町村が実施する子育て世帯向けの空き家改修事業の支援に要する経費

③移住定住の促進 2億77百万円（1億69百万円）

相談窓口の設置や情報発信、移住の実現に対する補助や支援金の給付

など、移住定住の加速化に要する経費

（参考）熊本県移住定住推進本部資料

（参考）熊本県地下水保全推進本部資料 参：P73

参：P75
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【令和7年度当初予算】Ⅲ いつまでも続く豊かな熊本

施策4：社会の多様性

①動物愛護の推進 2億78百万円（91百万円）

動物愛護センター（アニマルフレンズ熊本）における動物愛護の啓

発・教育、保護犬猫の譲渡促進、飼い主のいない猫対策、センター別館

（熊本市東区）改修等に要する経費

②子育て世代の女性に対するキャリア支援（再掲）

18百万円（13百万円）

自分のライフスタイルに合った就労・起業を志す子育て世代の女性の

支援等に要する経費

③障がいのある方の自立支援に係る取組み

37百万円（29百万円）

障がいのある方の自立支援・社会参加を促進するための取組みに要す

る経費

参：P58

施策3：魅力ある地域づくり

①魅力ある地域づくりの推進

2億21百万円（2億21百万円）

地域団体や市町村等による地域活性化の取組みへの支援及び県が行う

地域振興の推進に要する経費

②水俣・芦北地域振興計画推進事業 2百万円（2百万円）

第八次水俣・芦北地域振興計画基本構想の策定や、水俣・芦北地域振興

計画の推進等に要する経費

③御所浦航路振興事業 1億16百万円（1億16百万円）

御所浦地域の定期航路の維持及び利用者の移動負担軽減に取り組む市

に対する助成

④地方公共交通バスの維持・確保

3億94百万円（3億89百万円）

路線バス事業者やコミュニティ交通の導入・確保に向けた取組みを行う

市町村への支援等に要する経費

参：P56

参：P57

参：P28
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【令和7年度当初予算】Ⅳ 県民の命、健康、安全・安心を守る

施策1：「緑の流域治水」を核とした創造的復興

施策2：災害に強い県土づくり

①九州を支える広域防災拠点構想に基づく取組みの推進

9百万円（9百万円）

南海トラフ地震等を想定した県外広域応援訓練の実施や被災県への応援

体制及び情報収集体制の強化に要する経費

➁益城町復興まちづくりの推進

38億93百万円（2億49百万円）

益城町における土地区画整理及び熊本高森線の4車線化に要する経費

③人吉市復興まちづくりの推進

17億34百万円（1億18百万円）

人吉市の青井地区における土地区画整理等に要する経費

④幹線道路ネットワークの整備促進

75億84百万円（7億59百万円）

高規格道路など県内の主要幹線道路のネットワークづくりのための国直

轄事業に対する県負担金

⑤県有施設等の防災力強化 46百万円（2百万円）

県の防災力強化を図るための移動式急速充電器の整備に要する経費

施策3：健康で長寿な社会の実現

①救急安心センター（＃7119）の運営

21百万円（10百万円）

急なケガや病気をした際に電話相談できる体制（救急安心センター）

の運営に要する経費

②障がいのある方の自立支援に係る取組み（再掲）

37百万円（29百万円）

障がいのある方の自立支援・社会参加を促進するための取組みに要す

る経費

③介護生産性向上の推進 19百万円（-）

介護人材の確保や処遇改善、介護テクノロジー（ロボット・ICT）の導

入等介護現場の生産性向上の取組みをワンストップで支援する介護生産

性向上総合相談センターの設置・運営に要する経費

施策4：安全・安心の地域づくり

①ストーカー・DV等人身安全対策の推進

2百万円（2百万円）

ストーカー・DV等被害者の自宅周辺における保護対策カメラの設置に

要する経費

参：P58

参：P60

参：P61

参：P63

参：P62

参：P59

（参考）「「緑の流域治水」を核とした創造的復興」資料 参：P77

参：P4
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【令和7年度当初予算】Ⅳ 県民の命、健康、安全・安心を守る

②人口密集・増加地域における犯罪抑止対策の推進

53百万円（53百万円）

従来の繁華街・熊本駅周辺に加え、人口が増加する大津町・菊陽町へ

の防犯カメラの設置に要する経費

③サイバー犯罪対策の推進 30百万円（30百万円）

サイバー空間を悪用した犯罪や匿名・流動型犯罪グループによる「闇

バイト」等の犯罪への捜査活動の高度化に要する経費

④「電話で『お金』詐欺」等被害防止対策の推進

16百万円（8百万円）

「電話で『お金』詐欺」をはじめ、近年増加するSNS型詐欺、ロマンス

詐欺への被害防止のための広報・啓発活動に要する経費

⑤マイナンバーカードと運転免許証の一体化に伴う体制強化

80百万円（-）

マイナンバーカードと運転免許証の一体化（令和7年3月24日開始予

定）に伴う免許センター及び各警察署における受付体制強化のための会

計年度任用職員の雇用に要する経費

⑥通信指令システムの再構築 8億60百万円（8億60百万円）

現行の通信指令システムのサーバ機器等リース満了に伴うシステム再

構築に要する経費

⑦多良木警察署の整備 1億19百万円（43百万円）

老朽化した多良木警察署の建替えに向けた設計委託や地質調査に要す

る経費

⑧住宅耐震化の緊急支援 1億1百万円（99百万円）

住宅耐震化の普及啓発に要する経費及び住宅耐震化を推進する市町村

に対する助成

施策5：水俣病問題への対応

（参考）「水俣病問題への対応」資料 参：P78
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